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第94回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表
（2016年１月１日から2016年12月31日まで）

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」は、法令及び定款第16条の
規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。
（http://ir.kyowa-kirin.com/ja/）

表紙
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連　結　注　記　表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数　　　　　　46社
主要な連結子会社の名称

協和発酵バイオ㈱、Kyowa Kirin International plc、協和メデックス㈱、協和ファーマケミカル㈱
Kyowa Kirin Sàrl、Kyowa Kirin Austria GmbHについては、新たに設立したため、協和発酵（広東）医薬有限公司につ

いては、全出資持分を取得したため、それぞれ当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
Archimedes Pharma Ibérica S.L.については、連結子会社であるKyowa Kirin Farmacéutica, S.L.U.との合併により消

滅したため、Archimedes Pharma US Inc.については、清算結了したため、それぞれ当連結会計年度より連結の範囲から
除外しております。

Kyowa Kirin International plcは、ProStrakan Group plcから商号変更しております。
⑵　主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称
千代田運輸㈱
　非連結子会社は8社であり、これら非連結子会社の合計の総資産額、売上高、当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金
（持分相当額）等が連結計算書類に及ぼす影響は軽微であります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数並びに主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社の数　　0社
持分法を適用した関連会社の数　　　　2社
主要な会社の名称

協和キリン富士フイルムバイオロジクス㈱、Centus Biotherapeutics Limited
⑵　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称
（非連結子会社）千代田運輸㈱
　これら持分法を適用していない非連結子会社8社及び関連会社1社の合計の当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金（持
分相当額）等が、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に関して、連結計算書類に及ぼす影響は軽微であります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日（事業年度の末日）は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
満期保有目的の債券　：償却原価法（定額法）
その他有価証券

時価のあるもの　　：決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの　　：移動平均法による原価法
②　デリバティブ　　　　　時価法
③　たな卸資産　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　：15～50年
機械装置及び運搬具：４～15年

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
⑶　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　売上割戻引当金　　　　　医薬品の期末売掛金に対して将来発生する売上割戻に備えるため、当期末売掛金に売上割戻見込
率を乗じた相当額を計上しております。

③　ポイント引当金　　　　　通信販売において顧客へ付与したポイントの利用による費用負担に備えるため、利用実績率に基
づき将来利用されると見込まれる額を計上しております。

④　賞与引当金　　　　　　　従業員への賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に帰属する額を計上
しております。

⑤　役員退職慰労引当金　　　役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
⑥　工場再編損失引当金　　　工場再編に伴い、将来発生が見込まれる損失について、合理的な見積額を計上しております。

⑷　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の方法

イ　退職給付見込額の期間帰属方法
　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。
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ロ　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として５年）による定

額法により費用処理しております。
　　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし

て10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
ハ　小規模企業等における簡便法の採用
　　　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
②　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、
在外子会社等の資産及び負債は、当該在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

③　ヘッジ会計の処理
　繰延ヘッジ会計の適用を原則としております。

④　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんについては、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって定額法により規則的に償却しております。ただし、金額に
重要性が乏しい場合には、発生時にその全額を償却しております。

⑤　消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しております。

表示方法の変更
（「企業結合に関する会計基準」等の適用に伴う変更）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　2013年９月13日）第39項に掲げられた定め等を適用し、当期純利
益等の表示の変更を行っております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
　担保に供している資産

投資有価証券 659百万円
　　（注）関税法・消費税法に基づく納期限延長制度を利用する際の担保として供託しているものであります。

２．有形固定資産の減価償却累計額 264,092百万円
３．国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
建設仮勘定
その他

21百万円
1,002百万円

268百万円
974百万円

3百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 576,483,555株
２．配当に関する事項

⑴　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円) 基　準　日 効力発生日

2 0 1 6 年  3  月 2 4 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 6,840 12.50 2015年12月31日 2016年 3 月25日

2 0 1 6 年  7  月 2 9 日
取 締 役 会 普通株式 6,840 12.50 2016年 6 月30日 2016年 9 月 1 日

計 ― 13,680 ― ― ―

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2017年3月23日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

①　配当金の総額 6,840百万円
②　配当の原資 利益剰余金
③　１株当たり配当額 12.50円
④　基準日 2016年12月31日
⑤　効力発生日 2017年 3 月24日

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 528,000株
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、親会社への短期貸付や安全性の高い預金等の金融資産で運用を行っております。ま
た、資金調達については、短期的な運転資金を銀行借入等により行っております。デリバティブ取引については、後述するリ
スクを回避するために利用し、投機的な取引は実施しない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、その一部は外貨建ての債権であり、
為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス
クに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内に支払期日の到来する債務であります。また、その一部は原料等の輸入に
伴う外貨建ての債務であり、為替の変動リスクに晒されております。短期借入金は、主に変動金利であるため金利の変動リス
クに晒されております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引、
直物為替先渡取引（ＮＤＦ）及び通貨スワップ取引であります。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、債権回収管理規程等に従い、営業債権について、各営業部門において主要な取引先の状況を定期的にモ
ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図
っております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　外貨建ての営業債権債務については、為替の変動リスクに対して、必要に応じて先物為替予約及び直物為替先渡取引（Ｎ
ＤＦ）を利用し、在外子会社への外貨建ての貸付金については、通貨スワップを利用しております。また、在外子会社に対
する持分への投資については、外貨建関係会社預り金をヘッジ手段として利用しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、満期保有目的の債券以外のもの
については、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた社内規程に従い実施しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告等に基づき、経理・財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流
動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2016年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位　百万円）
連結貸借対照表

計上額 時　価 差　額

⑴　現金及び預金 13,066 13,066 －
⑵　受取手形及び売掛金 100,999 100,999 －
⑶　短期貸付金 114,866 114,866 －
⑷　投資有価証券 6,450 6,450 －
⑸　未払金 (37,608) (37,608) －
⑹　デリバティブ取引（※） (998) (998) －

※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる場合は、(　)で示してお
ります。

　　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　短期貸付金、⑸　未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑷　投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
⑹　デリバティブ取引

　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位　百万円）

区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 1,974
関係会社株式 1,335
関係会社社債 1,541
その他 111

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 1,096.78円
２．１株当たり当期純利益 34.12円
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個　別　注　記　表
重要な会計方針に関する事項

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　：償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 ：移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの　　：決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

時価のないもの　　：移動平均法による原価法
⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
２．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産
　　（リース資産を除く)

：定額法

⑵　無形固定資産
　　（リース資産を除く)

：定額法

⑶　リース資産 ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
３．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　売上割戻引当金　　　　　医薬品の期末売掛金に対して将来発生する売上割戻に備えるため、当期末売掛金に売上割戻見込率
を乗じた相当額を計上しております。

⑶　退職給付引当金　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として５年）によ
る定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主
として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし
ております。
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　ヘッジ会計の処理

　繰延ヘッジ会計の適用を原則としております。
⑵　消費税等の会計処理
　　　税抜方式を採用しております。
⑶　退職給付に係る会計処理
　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。

貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
　担保に供している資産

投資有価証券 659百万円
　　（注）関税法・消費税法に基づく納期限延長制度を利用する際の担保として供託しているものであります。

２．有形固定資産の減価償却累計額 107,613百万円
３．偶発債務
　関係会社の支払債務に対して債務保証を行っております。

協和ファーマケミカル㈱
Strakan International S.A.

35百万円
7百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分表示したものを除く）
短期金銭債権 4,952百万円
長期金銭債権 2百万円
短期金銭債務 1,681百万円

５．国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額
建物
機械及び運搬具
工具、器具及び備品
建設仮勘定
その他

13百万円
543百万円

2百万円
974百万円

0百万円

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 12,648百万円
仕入高 2,108百万円
その他 14,924百万円

営業取引以外の取引による取引高 10,967百万円
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２．関係会社貸倒引当金繰入額及び関係会社株式評価損
当社の持分法適用関連会社である協和キリン富士フイルムバイオロジクス㈱の財政状態等を勘案し、当事業年度において「関係

会社貸倒引当金繰入額」22,282百万円及び「関係会社株式評価損」49百万円を特別損失に計上しております。なお、当該「関係
会社貸倒引当金繰入額」及び「関係会社株式評価損」は連結決算において消去されるため、連結計算書類に与える影響はありませ
ん。

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 29,261,490株

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 6,831百万円
税務上の前払費用 5,805百万円
退職給付信託 5,045百万円
その他 12,632百万円
繰延税金資産小計 30,315百万円
評価性引当額 △10,091百万円
繰延税金資産合計 20,223百万円

繰延税金負債
前払年金費用 △3,183百万円
その他有価証券評価差額金 △1,246百万円
その他 △859百万円
繰延税金負債合計 △5,288百万円
繰延税金資産の純額 14,935百万円

（追加情報）
　「所得税法等の一部を改正する法律」（2016年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（2016年法律第13
号）が2016年３月29日に国会で成立し、2016年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとな
りました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の33.1%から2017年１月１日に開始
する事業年度及び2018年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一次差異については30.9%に、2019年１月１日に開始す
る事業年度以降に解消が見込まれる一次差異については、30.6%となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が720百万円、繰延ヘッジ損益が14百万円それ
ぞれ減少し、法人税等調整額が773百万円、その他有価証券評価差額金が66百万円それぞれ増加しております。
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関連当事者との取引に関する注記
　１．親会社及び法人主要株主等

（単位　百万円）

属　性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

親会社 キリンホール
ディングス㈱

被所有
　直接52.8％

資金の貸付
役員の兼任 資金の貸付（注） 101,187 関 係 会 社 短

期 貸 付 金 114,521

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　（注）資金の貸付について、取引金額は期中の平均残高を記載しております。また、貸付金の利率については、市場金利を勘

案して合理的に決定しております。

　２．子会社及び関連会社等
（単位　百万円）

属　性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

関連会社
協和キリン富士
フイルムバイオ

ロジクス㈱

所有
　直接50.0％

資金の貸付
役員の派遣

社債の引受（注）

貸倒引当金繰入

6,000

22,282

関 係 会 社 社
債
貸 倒 引 当 金

26,550

22,282
　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　（注）社債の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　３．兄弟会社等
（単位　百万円）

属　性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

親会社の
子会社

キリンエンジニ
アリング㈱ なし 設備の購入 設備の購入（注） 5,572 未 払 金 862

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　（注）設備の購入については、市場価格を勘案して合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 812.79円
２．１株当たり当期純利益 22.26円
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